
2025年度税制改正において特に注目されるのは、基礎控除の見直
し等および特定親族特別控除の創設です。これらは原則として2025
年分の所得税から適用され、ことし12月の年末調整から実務的な対
応が求められます。本改正により、実務は煩雑を極め、申告漏れや計
算ミス発生のリスクが高まっています。その影響と対策を解説します。

長坂　京
税理士法人AOIみらい 代表社員

税理士

特別記事

年末調整に向けた
「基礎控除の見直し等」
「特定親族特別控除」

の準備実務

基礎控除および給与所得控除に関する改正1
「特定親族特別控除」の創設2
年末調整に向けた準備3
実務上の留意点4
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「
１
０
３
万
円
の
壁
」が 

「
１
６
０
万
円
の
壁
」に

　
２
０
２
４
年
ま
で
は
、
給
与
所
得
者

が
所
得
税
を
課
さ
れ
る
年
収
は
１
０
３

万
円
に
設
定
さ
れ
て
い
ま
し
た
。
こ
れ

は
基
礎
控
除
の
48
万
円
と
給
与
所
得
控

除
の
55
万
円
を
合
わ
せ
た
金
額
で
す
。

　
い
わ
ゆ
る
「
１
０
３
万
円
の
壁
」
と

呼
ば
れ
、
多
く
の
ア
ル
バ
イ
ト
学
生
や

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
が
、
課
税
を
避

け
る
た
め
に
年
収
を
抑
え
る
就
業
調
整

を
行
な
っ
て
い
ま
し
た
。

　
２
０
２
５
年
度
税
制
改
正
に
よ
り
、

こ
の
壁
が
「
１
６
０
万
円
の
壁
」
に
引

き
上
げ
ら
れ
ま
す
。

　
２
０
２
４
年
末
時
点
（
２
０
２
５
年

度
税
制
改
正
大
綱
発
表
時
点
）
で
は
、

１
０
３
万
円
の
壁
は
「
１
２
３
万
円
の

壁
」
に
引
き
上
げ
ら
れ
、
そ
の
後
年
収

８
５
０
万
円
以
下
の
給
与
所
得
者
を
対

象
と
し
て
減
税
措
置
を
拡
大
す
る
こ
と

が
議
論
さ
れ
て
い
ま
し
た
。

　「
基
礎
控
除
の
引
上
げ
は
憲
法
で
定

め
る
生
存
権
に
基
づ
く
べ
き
」
な
ど
の

意
見
を
受
け
て
、
政
府
与
党
は
、
最
低

賃
金
の
水
準
等
を
考
慮
し
、
特
に
年
収

２
０
０
万
円
以
下
の
低
所
得
者
層
の
税

負
担
を
軽
減
す
る
た
め
に
、
所
得
税
の

年
収
の
壁
を
最
大
１
６
０
万
円
ま
で
引

き
上
げ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　
本
改
正
は
、
現
代
の
日
本
社
会
に
お

け
る
、
以
下
の
課
題
へ
の
対
応
を
目
的

と
し
て
い
ま
す
。

●�

低
所
得
者
層
へ
の
配
慮
と
税
負
担
の

軽
減
＝
生
活
保
護
基
準
や
最
低
賃
金

の
水
準
等
を
勘
案
し
、
特
に
低
所
得

者
層
の
税
負
担
を
軽
減
す
る
観
点
が

含
ま
れ
て
い
ま
す
。

●�

物
価
上
昇
と
賃
金
動
向
へ
の
対
応
＝

物
価
上
昇
に
賃
金
上
昇
が
追
い
つ
い

て
い
な
い
現
状
を
踏
ま
え
、
可
処
分

所
得
を
増
や
す
こ
と
で
国
民
の
生
活

を
支
え
、
消
費
を
喚
起
す
る
狙
い
が

あ
り
ま
す
。
特
に
中
所
得
者
層
も
含

め
た
幅
広
い
層
に
対
す
る
負
担
軽
減

が
意
識
さ
れ
て
い
ま
す
。

●�

「
年
収
の
壁
」
問
題
へ
の
対
応
と
労

働
供
給
の
促
進
＝
い
わ
ゆ
る
「
１
０

３
万
円
の
壁
」
や
「
１
３
０
万
円
の

壁
」
を
意
識
し
た
就
業
調
整
は
、
昨

今
の
労
働
力
不
足
の
ひ
と
つ
の
原
因

と
し
て
、
そ
の
解
消
が
急
務
と
さ
れ

て
い
ま
し
た
。
今
回
の
控
除
額
引
上

げ
は
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
等
の

労
働
時
間
が
増
え
る
こ
と
で
、
労
働

力
強
化
に
繋
が
る
こ
と
を
目
指
し
て

い
ま
す
。

基
礎
控
除
の 

一
律
引
上
げ

　
基
礎
控
除
に
つ
い
て
は
、
納
税
者
全

体
の
負
担
を
軽
減
す
る
た
め
の
一
律
引

上
げ
と
、
特
定
の
給
与
所
得
者
層
に
対

す
る
上
乗
せ
措
置
「
基
礎
控
除
の
特

例
」
が
組
み
合
わ
さ
れ
て
改
正
さ
れ
ま

し
た
。

　
一
律
引
上
げ
は
、
合
計
所
得
金
額
が

２
３
５
０
万
円
以
下
の
納
税
者
を
対
象

に
、
基
礎
控
除
額
が
48
万
円
か
ら
58
万

円
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
（
図
表
１
）。

　
な
お
、
合
計
所
得
金
額
が
２
３
５
０

万
円
を
超
え
る
高
所
得
者
に
つ
い
て

は
、
改
正
前
と
同
様
に
基
礎
控
除
額
が

所
得
ご
と
に
段
階
的
に
減
少
し
て
い

き
、
合
計
所
得
金
額
が
２
５
０
０
万
円

を
超
え
る
と
基
礎
控
除
の
適
用
は
な
く

な
り
ま
す
。

■図表１　基礎控除の改正（所得税）

合計所得金額 
〈2025年参考値
給与収入相当額〉

改正前
改正後

2025年・
2026年分

2027年分
以後

132万円以下
〈200万3,999円以下〉

48万円

95万円
（37万円）

132万円超336万円以下
〈200万3,999円超475万1,999円以下〉

88万円
（30万円）

58万円

336万円超489万円以下
〈475万1,999円超665万5,556円以下〉

68万円
（10万円）

489万円超655万円以下
〈665万5,556円超850万円以下〉

63万円
（５万円）

655万円超2,350万円以下
〈850万円超2,545万円以下〉

58万円
（０円）

2,350万円超
2,400万円以下 48万円

2,400万円超
2,450万円以下 32万円

2,450万円超
2,500万円以下 16万円

2,500万円超 ０万円
（　）内は基礎控除の特例による上乗せ

1
基
礎
控
除
お
よ
び

給
与
所
得
控
除
に
関
す
る
改
正
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「
基
礎
控
除
の
特
例
」の 

創
設

　
基
礎
控
除
を
一
律
に
引
き
上
げ
る

と
、
高
所
得
者
層
の
減
税
額
が
多
く
な

り
、
税
収
へ
の
影
響
も
大
き
く
な
り
ま

す
。
そ
の
た
め
、
高
所
得
者
層
の
基
礎

控
除
の
引
上
げ
幅
を
抑
え
つ
つ
、
低
所

得
者
層
の
負
担
が
軽
減
さ
れ
る
よ
う

に
、
本
改
正
で
「
基
礎
控
除
の
特
例
」

が
創
設
さ
れ
ま
し
た
。

　
58
万
円
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
基
礎
控

除
額
に
、
納
税
者
の
合
計
所
得
金
額
に

応
じ
て
、（
　
）
内
の
金
額
が
上
乗
せ

さ
れ
ま
す
（
前
㌻
図
表
1
）。

　
な
お
こ
の
上
乗
せ
は
、
合
計
所
得
金

額
１
３
２
万
円
以
下
の
場
合
は
恒
久
的

な
措
置
、
１
３
２
万
円
超
６
５
５
万
円

以
下
の
場
合
は
２
年
間
の
時
限
措
置
と

な
っ
て
い
ま
す
。
つ
ま
り
、
２
０
２
７

年
分
以
後
は
、
該
当
す
る
所
得
層
（
合

計
所
得
金
額
１
３
２
万
円
超
６
５
５
万

円
以
下
）
の
基
礎
控
除
額
は
、
58
万
円

に
戻
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

給
与
所
得
控
除
の 

引
上
げ

　
給
与
所
得
控
除
は
、
最
低
保
障
額
が

55
万
円
か
ら
65
万
円
に
引
き
上
げ
ら
れ

ま
し
た
（
図
表
２
）。

　
給
与
等
の
収
入
金
額
が
１
９
０
万
円

以
下
の
場
合
、
控
除
額
が
一
律
65
万
円

と
な
り
ま
す
。
こ
の
変
更
は
、
特
に
給

与
収
入
が
低
い
層
の
税
負
担
を
直
接
的

に
軽
減
す
る
効
果
が
あ
り
ま
す
。

　
な
お
、
給
与
等
の
収
入
金
額
が
１
９

０
万
円
超
の
場
合
は
、
給
与
所
得
控
除

額
に
改
正
は
あ
り
ま
せ
ん
。

扶
養
親
族
等
の 

所
得
要
件
の
改
正

　
基
礎
控
除
額
が
58
万
円
に
引
き
上
げ

ら
れ
た
こ
と
に
伴
い
、
所
得
税
法
に
お

い
て
の
各
種
控
除
の
対
象
と
な
る
扶
養

親
族
や
配
偶
者
等
の
合
計
所
得
金
額
要

件
に
つ
い
て
も
、
現
行
の
48
万
円
以
下

か
ら
58
万
円
以
下
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま

し
た
。

　
給
与
収
入
の
み
の
場
合
、
こ
れ
ま
で

の
「
１
０
３
万
円
の
壁
」
が
「
１
２
３

万
円
の
壁
」
に
変
わ
る
と
い
え
ま
す
。

　
扶
養
親
族
等
の
区
分
ご
と
の
改
正
前

後
の
所
得
要
件
は
、
図
表
３
の
と
お
り

で
す
。

　
こ
れ
ら
の
所
得
要
件
の
引
上
げ
は
、

被
扶
養
者
の
就
労
可
能
範
囲
を
広
げ
、

企
業
の
人
手
不
足
の
緩
和
と
、
世
帯
全

体
の
手
取
り
収
入
増
加
に
寄
与
す
る
こ

と
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

　
企
業
に
お
い
て
は
、
従
業
員
が
扶
養

控
除
等
を
申
告
す
る
際
に
、
こ
の
新
し

い
所
得
基
準
を
正
確
に
案
内
す
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。

　
従
来
の
「
特
定
扶
養
控
除
」
は
、
そ

の
年
12
月
31
日
現
在
の
年
齢
が
19
歳
以

上
23
歳
未
満
の
「
特
定
扶
養
親
族
」

（
主
に
大
学
生
）
を
持
つ
世
帯
の
税
負

担
を
軽
減
す
る
た
め
の
制
度
で
す
。

　
２
０
２
４
年
ま
で
は
、
特
定
扶
養
親

族
の
給
与
収
入
上
限
額
が
１
０
３
万
円

と
さ
れ
て
い
た
た
め
大
学
生
世
代
が
ア

■図表２　給与所得控除の引上げ（所得税・住民税）
給与の収入金額 改正前 改正後

162万5,000円以下 55万円

65万円162万5,000円超180万円以下 その収入金額×40％−10万円

180万円超190万円以下 その収入金額×30％＋８万円
注　給与の収入金額190万円超の場合の給与所得控除額は改正なし
出典：国税庁「令和７年度税制改正による所得税の基礎控除の見直し等について」（源泉所得税関係）

■図表３　扶養親族等の所得要件の改正

扶養親族等の区分
所得要件（※１）

 （収入が給与だけの場合の収入金額（※２））

改正前 改正後

扶養親族 
同一生計配偶者 

ひとり親の生計を
一にする子

48万円以下
（103万円以下）

58万円以下
（123万円以下）

配偶者特別控除の 
対象となる配偶者

48万円超133万円以下
（103万円超201万5,999円以下）

58万円超133万円以下
（123万円超201万5,999円以下）

勤労学生 75万円以下
（130万円以下）

85万円以下
（150万円以下）

※１  合計所得金額（ひとり親の生計を一にする子については総所得金額等の合計額）の要
件をいう

※２ 特定支出控除の適用がある場合には、表の金額とは異なる
出典：国税庁「令和７年度税制改正による所得税の基礎控除の見直し等について」（源泉所得税関係）

2
「
特
定
親
族
特
別
控
除
」の

創
設
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ル
バ
イ
ト
の
就
業
調
整
を
行
な
い
、
人

手
不
足
に
影
響
し
て
い
ま
し
た
。

　
２
０
２
５
年
度
税
制
改
正
に
よ
り
、

給
与
収
入
１
８
８
万
円
ま
で
は
扶
養
者

が
控
除
を
受
け
ら
れ
る
「
特
定
親
族
特

別
控
除
」
が
創
設
さ
れ
ま
し
た
。

　
年
収
１
５
０
万
円
ま
で
は
、
改
正
前

の
扶
養
控
除
（
特
定
扶
養
親
族
）
と
同

額
の
63
万
円
の
控
除
を
受
け
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。
年
収
１
５
０
万
円
を
超
え

て
も
、
控
除
は
段
階
的
に
減
少
す
る
か

た
ち
で
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

特
定
親
族
特
別
控
除
の 

適
用
要
件
等

　
特
定
親
族
特
別
控
除
の
適
用
を
受
け

る
た
め
に
は
、
以
下
の
要
件
を
満
た
す

必
要
が
あ
り
ま
す
。

●�

対
象
と
な
る
納
税
者

　
次
の
①
〜
③
に
該
当
す
る
「
特
定
親

族
」
を
有
す
る
居
住
者

①�

　
居
住
者
と
生
計
を
一
に
す
る
親
族

で
そ
の
年
の
12
月
31
日
現
在
の
年
齢

が
19
歳
以
上
23
歳
未
満
で
あ
る
こ
と

（
児
童
福
祉
法
の
規
定
に
よ
り
養
育

を
委
託
さ
れ
た
、
い
わ
ゆ
る
里
子
も

親
族
に
含
ま
れ
る
）

②�
　
当
該
親
族
の
合
計
所
得
金
額
が
、

58
万
円
を
超
え
１
２
３
万
円
以
下

（
給
与
収
入
の
み
の
場
合
、
そ
の
年

中
の
収
入
金
額
が
１
２
３
万
円
を
超

え
１
８
８
万
円
以
下
に
相
当
）
で
あ

る
こ
と

③�

　
納
税
者
の
配
偶
者
、
青
色
事
業
専

従
者
と
し
て
給
与
の
支
払
い
を
受
け

る
人
、
白
色
事
業
専
従
者
で
は
な
い

こ
と

●
申
告
手
続
き

　
年
末
調
整
に
お
い
て
特
定
親
族
特
別

控
除
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
従
業

員
は
、
そ
の
年
最
後
に
給
与
の
支
払
い

を
受
け
る
日
の
前
日
ま
で
に
「
給
与
所

得
者
の
特
定
親
族
特
別
控
除
申
告
書
」

を
給
与
の
支
払
者
に
提
出
す
る
必
要
が

あ
る

　
な
お
、
親
族
の
合
計
所
得
金
額
が
58

万
円
以
下
の
場
合
は
、
こ
の
「
特
定
親

族
特
別
控
除
」
の
対
象
に
は
な
ら
ず
、

従
来
の
扶
養
控
除
（
特
定
扶
養
親
族
と

し
て
控
除
額
63
万
円
）
の
対
象
と
な
り

ま
す
。
特
定
親
族
特
別
控
除
の
額
は
、

対
象
と
な
る
特
定
親
族
1
人
に
つ
き
、

そ
の
特
定
親
族
の
合
計
所
得
金
額
に
応

じ
て
段
階
的
に
設
定
さ
れ
て
い
ま
す

（
図
表
４
）。

　
２
０
２
５
年
度
税
制
改
正
に
よ
る
基

礎
控
除
・
給
与
所
得
控
除
の
見
直
し
、

特
定
親
族
特
別
控
除
の
創
設
は
、
原
則

と
し
て
２
０
２
５
年
12
月
１
日
に
施
行

さ
れ
、
２
０
２
５
年
分
以
後
の
所
得
税

に
つ
い
て
適
用
さ
れ
ま
す
。

　
そ
の
た
め
、
年
末
調
整
な
ど
２
０
２

５
年
12
月
以
後
の
源
泉
徴
収
事
務
の
手

続
き
に
お
い
て
も
さ
ま
ざ
ま
な
変
更
が

生
じ
ま
す
。

　
企
業
の
人
事
・
経
理
担
当
者
は
、
実

際
の
年
末
調
整
等
の
事
務
が
始
ま
る
前

に
、
以
下
の
点
に
留
意
し
、
計
画
的
に

対
応
す
る
た
め
の
準
備
を
進
め
て
お
き

ま
し
ょ
う
。

年
末
調
整
・
源
泉
徴
収
の 

準
備

⑴
　申
告
書
の
受
理
と
改
正
さ
れ
た
内

容
の
確
認

　
年
末
調
整
の
起
点
と
な
る
各
種
申
告

書
に
つ
い
て
、
変
更
点
を
踏
ま
え
た
適

切
な
運
用
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

①
　扶
養
控
除
等
（
異
動
）
申
告
書

　
扶
養
親
族
等
の
所
得
要
件
が
58
万
円

以
下
（
給
与
収
入
の
み
な
ら
１
２
３
万

円
以
下
）
に
改
正
さ
れ
た
た
め
、
こ
れ

■図表４　特定親族特別控除額
特定親族の合計所得金額
（2025年参考値給与収入相当額※）

特定親族特別控除額

所得税 住民税

58万円超85万円以下
（123万円超150万円以下）

63万円

45万円85万円超90万円以下
（150万円超155万円以下）

61万円

90万円超95万円以下
（155万円超160万円以下）

51万円

95万円超100万円以下
（160万円超165万円以下）

41万円 41万円

100万円超105万円以下
（165万円超170万円以下）

31万円 31万円

105万円超110万円以下
（170万円超175万円以下）

21万円 21万円

110万円超115万円以下
（175万円超180万円以下）

11万円 11万円

115万円超120万円以下
（180万円超185万円以下）

６万円 ６万円

120万円超123万円以下
（185万円超188万円以下）

３万円 ３万円

※特定支出控除の適用がある場合には、表の金額とは異なる
出典：�国税庁「令和７年度税制改正による所得税の基礎控除の見直し等に

ついて」等

3
年
末
調
整
に
向
け
た
準
備
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ま
で
扶
養
控
除
等
の
対
象
外
で
あ
っ
た

親
族
が
、
新
た
に
対
象
と
な
る
可
能
性

が
あ
り
ま
す
。

　
従
業
員
に
は
、
こ
の
所
得
要
件
の
改

正
を
周
知
し
、
該
当
す
る
親
族
が
い
る

場
合
に
は
、「
令
和
7
年
分
給
与
所
得

者
の
扶
養
控
除
等
（
異
動
）
申
告
書
」

の
記
載
内
容
を
修
正
し
、
再
提
出
が
必

要
な
旨
を
説
明
し
ま
し
ょ
う
。

　
な
お
、「
令
和
7
年
分
給
与
所
得
者

の
扶
養
控
除
等
（
異
動
）
申
告
書
」
に

関
し
て
は
、
様
式
に
変
更
は
あ
り
ま
せ

ん
が
、
様
式
裏
面
の
注
意
事
項
等
が
改

正
前
の
情
報
の
場
合
が
あ
る
た
め
、
企

業
担
当
者
か
ら
従
業
員
に
補
足
説
明
が

必
要
で
す
。

　
申
告
書
の
提
出
は
、
原
則
と
し
て

「
２
０
２
５
年
12
月
１
日
以
後
最
初
に

給
与
の
支
払
い
を
受
け
る
日
の
前
日
ま

で
」
と
な
り
ま
す
が
、
年
末
調
整
を
行

な
う
と
き
ま
で
に
提
出
が
あ
れ
ば
、
そ

の
申
告
に
基
づ
い
て
年
末
調
整
を
行
な

う
こ
と
が
で
き
ま
す
。

②
　
特
定
親
族
特
別
控
除
申
告
書

　
新
た
に
創
設
さ
れ
た
「
特
定
親
族
特

別
控
除
」（
19
歳
以
上
23
歳
未
満
で
合

計
所
得
金
額
58
万
円
超
１
２
３
万
円
以

下
の
親
族
が
対
象
）
の
適
用
を
受
け
る

た
め
に
は
、
従
業
員
か
ら
「
給
与
所
得

者
の
特
定
親
族
特
別
控
除
申
告
書
」
の

提
出
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

　
こ
の
申
告
書
は
、「
そ
の
年
の
最
後

に
給
与
の
支
払
い
を
受
け
る
日
の
前
日

ま
で
」
に
提
出
し
て
も
ら
う
必
要
が
あ

り
ま
す
。

　
申
告
書
の
様
式
は
、「
給
与
所
得
者

の
基
礎
控
除
申
告
書
」「
給
与
所
得
者

の
配
偶
者
控
除
等
申
告
書
」
お
よ
び

「
所
得
金
額
調
整
控
除
申
告
書
」
と
の

兼
用
様
式
と
し
て
、
国
税
庁
の
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
に
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
企
業
担
当
者
は
、
新
し
い
様
式
の
入

手
と
、
従
業
員
へ
の
配
付
、
記
載
方
法

の
説
明
を
行
な
い
ま
し
ょ
う
。

③
　
基
礎
控
除
申
告
書

　
基
礎
控
除
額
は
、
納
税
者
本
人
の
合

計
所
得
金
額
に
応
じ
て
「
基
礎
控
除
の

特
例
」
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

　
改
正
後
の
基
礎
控
除
額
を
従
業
員
が

正
し
く
理
解
し
て
申
告
書
に
記
載
で
き

る
よ
う
、
事
前
の
情
報
提
供
が
重
要
に

な
り
ま
す
。

　
企
業
担
当
者
に
は
、
記
載
さ
れ
た
合

計
所
得
金
額
の
見
積
額
と
基
礎
控
除
額

に
矛
盾
が
な
い
か
、
丁
寧
な
確
認
作
業

が
求
め
ら
れ
ま
す
。

④
　
配
偶
者
控
除
等
申
告
書

　
配
偶
者
に
給
与
所
得
が
あ
る
場
合
、

改
正
後
の
給
与
所
得
控
除
額
（
最
低
65

万
円
）
を
適
用
し
て
合
計
所
得
金
額
を

計
算
し
、
そ
れ
に
基
づ
い
て
、
配
偶
者

控
除
額
ま
た
は
配
偶
者
特
別
控
除
額
を

正
し
く
記
載
し
て
も
ら
う
必
要
が
あ
り

ま
す
。

⑵�

　
控
除
額
の
誤
計
算
を
防
ぐ
チ
ェ
ッ

ク
項
目

①
　
基
礎
控
除
の
特
例
適
用

　
納
税
者
本
人
の
合
計
所
得
金
額
に
基

づ
き
、
正
し
い
区
分
で
控
除
額
が
適
用

さ
れ
て
い
る
か
を
チ
ェ
ッ
ク
し
ま
し
ょ

う
。
特
に
２
０
２
５
年
・
２
０
２
６
年

分
の
２
年
間
限
定
の
特
例
加
算
が
あ
る

所
得
層
と
、
恒
久
的
加
算
ま
た
は
加
算

な
し
の
所
得
層
と
の
区
別
に
注
意
し
ま

し
ょ
う
。

②
　
特
定
親
族
特
別
控
除
の
適
用

　
対
象
と
な
る
親
族
の
合
計
所
得
金
額

に
応
じ
た
正
し
い
控
除
額
が
適
用
さ
れ

て
い
る
か
、
扶
養
控
除
（
特
定
扶
養
親

族
）
と
の
適
用
関
係
（
親
族
の
合
計
所

得
金
額
が
58
万
円
以
下
か
、
58
万
円
超

１
２
３
万
円
以
下
か
）
を
混
同
し
て
い

な
い
か
に
注
意
し
ま
し
ょ
う
。

③
　
重
複
控
除
の
排
除

　
同
一
の
扶
養
親
族
や
特
定
親
族
に
つ

い
て
、
扶
養
控
除
や
特
定
親
族
特
別
控

除
の
申
請
が
重
複
し
て
い
な
い
か
を
確

認
し
ま
し
ょ
う
。

　
特
に
夫
婦
共
働
き
で
、
そ
れ
ぞ
れ
が

子
に
つ
い
て
申
告
す
る
場
合
な
ど
は
注

意
が
必
要
で
す
。

④
　
各
種
所
得
要
件
の
確
認

　
扶
養
親
族
、
同
一
生
計
配
偶
者
、
勤

労
学
生
等
の
所
得
要
件
が
、
改
正
後
の

基
準
（
合
計
所
得
58
万
円
以
下
、
85
万

円
以
下
等
）
で
正
し
く
判
定
さ
れ
て
い

る
か
を
確
認
し
ま
し
ょ
う
。

⑶�

　
年
末
調
整
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
や
給
与

計
算
シ
ス
テ
ム
の
準
備

　
今
回
の
改
正
に
よ
り
控
除
額
の
計
算

が
複
雑
化
す
る
た
め
、
年
末
調
整
ソ
フ

ト
ウ
ェ
ア
や
給
与
計
算
シ
ス
テ
ム
に
関

し
て
も
、
適
切
な
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
が
不

可
欠
で
す
。

①
　
シ
ス
テ
ム
改
修
内
容
の
確
認

　
利
用
シ
ス
テ
ム
が
、
改
正
後
の
基
礎

控
除
（
特
例
加
算
、
時
限
措
置
を
含

む
）、
給
与
所
得
控
除
、
特
定
親
族
特

別
控
除
の
計
算
ロ
ジ
ッ
ク
、
各
種
所
得

要
件
の
変
更
、
新
し
い
申
告
書
様
式

（
兼
用
様
式
）
の
取
込
み
、
改
正
後
の

源
泉
徴
収
票
様
式
な
ど
に
正
確
に
対
応

し
て
い
る
か
、
シ
ス
テ
ム
ベ
ン
ダ
ー
に

詳
細
を
確
認
し
ま
す
。

②�

　
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

確
認

　
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
提
供
時
期
を
シ
ス
テ

ム
ベ
ン
ダ
ー
に
確
認
し
、
社
内
ス
ケ
ジ

ュ
ー
ル
を
計
画
し
ま
す
。

　
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
適
用
後
は
、
必
ず
テ

ス
ト
デ
ー
タ
等
を
用
い
て
計
算
結
果
の

検
証
を
行
な
い
、
本
番
の
年
末
調
整
業

務
開
始
前
に
問
題
点
を
解
消
し
て
お
き

ま
し
ょ
う
。
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③�
　「
年
末
調
整
等
の
た
め
の
給
与
所

得
控
除
後
の
給
与
等
の
金
額
の
表
」

の
更
新

　
年
末
調
整
計
算
時
に
は
、
改
正
後
の

「
年
末
調
整
等
の
た
め
の
給
与
所
得
控

除
後
の
給
与
等
の
金
額
の
表
」
を
使
用

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
２
０
２
５
年

8
月
末
頃
に
国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に

掲
載
予
定
で
す
の
で
、
シ
ス
テ
ム
が
こ

の
最
新
の
表
を
参
照
し
て
い
る
か
、
忘

れ
ず
に
確
認
し
ま
し
ょ
う
。

④
　
源
泉
徴
収
簿
の
記
載
対
応

　
特
定
親
族
特
別
控
除
の
適
用
が
あ
る

場
合
、
既
存
の
源
泉
徴
収
簿
で
は
対
応

し
て
い
な
い
た
め
、
シ
ス
テ
ム
上
の
管

理
・
計
算
方
法
、
ま
た
は
手
計
算
の
場

合
の
記
載
方
法
を
事
前
に
確
認
・
準
備

し
ま
す
。

従
業
員
へ
の
改
正
内
容
の 

周
知
お
よ
び
情
報
提
供

　
制
度
改
正
に
ス
ム
ー
ズ
に
対
応
す
る

た
め
に
は
、
従
業
員
へ
の
事
前
の
丁
寧

な
情
報
提
供
と
、
疑
問
に
対
応
で
き
る

体
制
づ
く
り
が
不
可
欠
で
す
。

⑴
　
従
業
員
へ
の
改
正
内
容
の
周
知

　
以
下
の
情
報
を
そ
れ
ぞ
れ
ま
と
め
た

説
明
資
料
を
作
成
し
、
社
内
イ
ン
ト
ラ

ネ
ッ
ト
、
掲
示
板
、
メ
ー
ル
等
で
全
従

業
員
に
周
知
し
ま
す
。

●�

基
礎
控
除
（
基
礎
控
除
の
特
例
を
含

む
）・
給
与
所
得
控
除
の
変
更
の
内

容
、
改
正
に
よ
る
「
年
収
の
壁
」
の

引
上
げ

●�

扶
養
親
族
等
の
所
得
要
件
が
「
合
計

所
得
金
額
58
万
円
以
下
／
給
与
収
入

１
２
３
万
円
以
下
」
に
変
更
さ
れ
た

こ
と
（
図
表
５
）

●�

「
特
定
親
族
特
別
控
除
」
の
制
度
内

容
・
対
象
と
な
る
親
族
の
要
件
・
控

除
額
・
申
告
方
法

●�

社
会
保
険
の
「
年
収
の
壁
」
と
の
関

連
性
、
就
業
調
整
を
行
な
う
場
合
の

メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト

⑵
　
従
業
員
へ
の
情
報
提
供

　
従
業
員
向
け
説
明
会
の
実
施
や
相
談

窓
口
を
設
置
す
る
こ
と
で
、
従
業
員
の

理
解
が
進
み
、
企
業
担
当
者
の
年
末
調

整
実
務
が
ス
ム
ー
ズ
に
進
む
可
能
性
が

高
く
な
り
ま
す
。

①
　
説
明
会
の
開
催

　
細
か
い
変
更
点
が
多
い
た
め
、
全
従

業
員
ま
た
は
対
象
と
な
り
う
る
従
業
員

層
（
例
：
子
育
て
中
の
従
業
員
、
配
偶

者
が
パ
ー
ト
タ
イ
ム
で
働
く
従
業
員
な

ど
）
に
向
け
た
説
明
会
を
企
画
・
実
施

す
る
こ
と
も
有
効
で
す
。

　
質
疑
応
答
の
時
間
を
設
け
て
質
問
を

受
け
る
こ
と
で
、
個
別
の
疑
問
解
消
に

も
繋
が
り
ま
す
。

②
　
相
談
窓
口
の
設
置

　
従
業
員
か
ら
の
個
別
具
体
的
な
質
問

に
対
応
で
き
る
体
制
を
整
え
ま
す
。

　
特
に
、
基
礎
控
除
の
特
例
の
所
得
区

分
や
、
特
定
親
族
特
別
控
除
の
対
象
に

な
る
か
否
か
な
ど
、
判
断
に
迷
う
ケ
ー

ス
が
想
定
さ
れ
ま
す
。

③�

　
申
告
書
の
記
載
例
・
記
載
時
の
注

意
点
等
の
共
有

　
新
し
い
申
告
書
の
記
載
箇
所
や
注
意

点
を
わ
か
り
や
す
く
指
示
し
、
記
入
漏

れ
や
誤
り
を
防
ぎ
ま
す
。
具
体
的
な
記

載
例
を
複
数
パ
タ
ー
ン
用
意
す
る
と
理

解
が
深
ま
り
ま
す
。

⑶�

　
社
内
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
の
決
定
と
周

知
・
共
有

　
直
前
に
慌
て
な
い
よ
う
、
あ
ら
か
じ

め
社
内
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
定
め
、
従
業

員
に
周
知
し
、
内
容
の
共
有
を
図
り
ま

す
（
次
㌻
図
表
６
）。

【
情
報
収
集
・
準
備
期
】

２
０
２
５
年
７
月
～
9
月

●�

国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
で
改
正
に

関
す
る
最
新
情
報
を
確
認
し
、
対
応

方
針
を
固
め
ま
す
。

●�

給
与
計
算
シ
ス
テ
ム
の
ベ
ン
ダ
ー
と

連
携
し
、
シ
ス
テ
ム
改
修
の
具
体
的

な
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
、
テ
ス
ト
計
画
を

確
認
・
実
施
し
ま
す
。

●�

従
業
員
向
け
説
明
資
料
（
改
正
内

容
、
影
響
額
の
試
算
例
、
Ｆ
Ａ
Ｑ
な

■図表５　従業員への説明資料例
従業員各位　「扶養親族等の所得要件」について

　2025年度税制改正で、基礎控除・給与所得控除の見直しに伴
い、扶養控除の対象となる親族の所得要件が緩和されました。 
　扶養親族等の所得要件は以下のように改正されています。

扶養親族等の区分
所得要件（※１）

（収入が給与だけの場合の収入金額（※２））

改正前 改正後

扶養親族 
同一生計配偶者 

ひとり親の生計を一に
する子 

48万円以下
（103万円以下）

58万円以下
（123万円以下）

配偶者特別控除の 
対象となる配偶者

48万円超
133万円以下
（103万円超

201万5,999円以下）

58万円超
133万円以下
（123万円超201万
5,999円以下）

勤労学生 75万円以下
（130万円以下）

85万円以下
（150万円以下）

※１  合計所得金額（ひとり親の生計を一にする子については総所得
金額等の合計額）の要件をいう

※２ 特定支出控除の適用がある場合には、表の金額とは異なる

　新たに扶養親族等に該当する人が生じる可能性があります。
適宜、確認のうえ、人事・経理部までご連絡お願いします。ご
不明点があれば、人事・経理部までお問い合わせください。 
　以上、よろしくお願いいたします。
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ど
）
の
作
成
、
レ
ビ
ュ
ー
、
承
認
プ

ロ
セ
ス
を
進
め
ま
す
。

●�
人
事
・
経
理
担
当
者
向
け
の
社
内
研

修
を
企
画
・
実
施
し
、
改
正
内
容
の

理
解
と
実
務
手
順
の
標
準
化
を
図
り

ま
す
。

【
従
業
員
へ
の
周
知
・
申
告
書
回
収
期
】

２
０
２
５
年
10
月
～
11
月

●�

従
業
員
に
対
し
、
説
明
会
の
開
催
や

資
料
配
付
等
に
よ
り
、
改
正
内
容
と

年
末
調
整
の
変
更
点
を
周
知
徹
底
し

ま
す
。

●�

新
し
い
様
式
を
含
む
各
種
申
告
書
を

配
付
し
、
記
載
要
領
に
つ
い
て
丁
寧

な
説
明
を
行
な
い
ま
す
。

　�

　
特
に
新
設
の
兼
用
様
式
は
重
点
的

に
説
明
し
ま
す
。

●�

問
合
せ
窓
口
を
設
置
し
、
従
業
員
か

ら
の
個
別
具
体
的
な
質
問
に
迅
速
か

つ
的
確
に
対
応
し
ま
す
。

●�

申
告
書
の
回
収
を
開
始
し
、
提
出
さ

れ
た
も
の
か
ら
順
次
、
記
載
内
容
の

チ
ェ
ッ
ク
を
進
め
ま
す
。
不
備
や
疑

問
点
が
あ
れ
ば
、
速
や
か
に
従
業
員

に
確
認
・
修
正
を
依
頼
し
ま
す
。

【
年
末
調
整
計
算
・
精
算
期
】

２
０
２
５
年
12
月

●�
回
収
・
チ
ェ
ッ
ク
済
み
の
申
告
書
に

基
づ
き
、
改
正
後
の
控
除
額
を
適
用

し
て
年
末
調
整
計
算
を
シ
ス
テ
ム
ま

た
は
手
作
業
で
実
施
し
ま
す
。

●�

計
算
結
果
（
特
に
基
礎
控
除
の
特
例

に
つ
い
て
の
計
算
、
特
定
親
族
特
別

控
除
の
適
用
結
果
な
ど
）
の
検
証
作

業
を
十
分
に
行
な
い
、
正
確
性
を
期

し
ま
す
。

●�

従
業
員
に
対
す
る
計
算
結
果
の
通
知

（
源
泉
徴
収
票
の
発
行
・
交
付
）
の

準
備
を
進
め
ま
す
。

【
法
定
調
書
提
出
・
総
括
期
】

２
０
２
６
年
1
月
～
2
月
頃

●�

税
務
署
お
よ
び
市
区
町
村
へ
法
定
調

書
を
提
出
し
ま
す
。

●�

２
０
２
５
年
分
の
年
末
調
整
実
務
を

総
括
し
、
２
０
２
６
年
度
以
降
の
業

務
改
善
に
繋
げ
ま
す
。

●�

２
０
２
６
年
分
か
ら
の
月
次
源
泉
徴

収
事
務
へ
の
対
応
（
改
正
後
の
源
泉

徴
収
税
額
表
へ
の
切
替
え
等
）
を
確

認
し
ま
す
。

控
除
額
判
定
に
関
す
る 

留
意
点

⑴�

　「
基
礎
控
除
の
特
例
」
に
お
け
る

「
合
計
所
得
金
額
」
と
「
給
与
収
入

相
当
額
」
の
正
確
な
把
握

　
特
例
加
算
の
判
定
基
準
は
「
合
計
所

得
金
額
」
で
す
。
国
税
庁
の
資
料
で
は

わ
か
り
や
す
さ
の
た
め
「
給
与
収
入
〇

〇
万
円
相
当
」
な
ど
の
目
安
が
示
さ
れ

て
い
ま
す
が
、
年
末
調
整
で
実
際
に
適

用
す
る
際
は
、
従
業
員
の
正
確
な
「
合

計
所
得
金
額
」
に
基
づ
い
て
判
断
す
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
副
業
な
ど
、
給
与
所
得
以
外
に
所
得

が
あ
る
場
合
や
、
年
の
途
中
で
給
与
額

に
大
き
な
変
動
が
あ
っ
た
従
業
員
の
場

合
、
合
計
所
得
金
額
の
見
積
り
が
難
し

く
な
る
ケ
ー
ス
も
想
定
さ
れ
ま
す
。

　
企
業
と
し
て
は
、
正
確
な
情
報
提
供

を
求
め
る
と
と
も
に
、
国
税
庁
が
示
す

具
体
的
な
計
算
方
法
や
、
Q
&
A
を
注

視
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

⑵�

　
基
礎
控
除
の
特
例
の
「
２
年
間
限

定
措
置
」
の
周
知

　
合
計
所
得
金
額
が
１
３
２
万
円
超
６

５
５
万
円
以
下
の
層
に
対
す
る
特
例
加

■図表６　年末調整等の社内スケジュール（例）

２
０
２
５
年

7
〜
9
月

● 国税庁ホームページ等で改正に関する最新情報を確認、
対応方針を固める

● 給与計算システムのベンダーと連携し、システム改修の
具体的なスケジュール、テスト計画を確認・実施

● 従業員向け説明資料（改正内容、影響額の試算例、FAQ
など）の作成、レビュー

●人事・経理担当者向けの社内研修を企画・実施
●改正内容の理解と実務手順の標準化を図る　など

10
〜
11
月

● 従業員に対し、説明会開催や資料配付等により、改正内
容と年末調整の変更点を周知徹底する

● 新しい様式を含む各種申告書を配付し、記載要領につい
て説明を行なう

● 問合せ窓口を設置し、個別具体的な質問に迅速かつ的確
に対応する

● 申告書の回収を開始。記載内容をチェックし不備や疑問
点があれば、速やかに従業員に確認・修正を依頼する

12
月

● 回収・チェック済みの申告書に基づき、改正後の控除額
を適用して年末調整計算をシステムまたは手作業で実施

● 計算結果（特に基礎控除の特例計算、特定親族特別控除
の適用結果など）の検証作業を十分に行ない、正確性を
期す

● 従業員に対する計算結果の通知（源泉徴収票の発行・交
付）の準備を進める

２
０
２
６
年

1
〜
2
月

●税務署および市区町村へ法定調書を提出
● 2025年分の年末調整実務を総括し、問題点、改善点を

洗い出し、2026年度以降の業務改善に繋げる
● 2026年分からの月次源泉徴収事務への対応（改正後の

源泉徴収税額表への切替え等）を確認

4
実
務
上
の
留
意
点
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算
は
、
２
０
２
５
年
と
２
０
２
６
年
の

2
年
間
限
定
の
措
置
で
す
。

　
２
０
２
７
年
以
降
は
、
こ
れ
ら
の
加

算
が
な
く
な
り
、
再
度
法
改
正
が
な
け

れ
ば
基
礎
控
除
額
は
58
万
円
に
戻
る
た

め
、
従
業
員
の
将
来
的
な
手
取
り
額
に

影
響
が
出
ま
す
。

　
こ
の
点
を
あ
ら
か
じ
め
従
業
員
に
周

知
し
て
お
く
と
と
も
に
、
給
与
計
算
シ

ス
テ
ム
の
設
定
等
に
お
い
て
も
、
２
０

２
７
年
か
ら
の
変
更
を
失
念
し
な
い
よ

う
、
管
理
し
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

⑶�

　「
特
定
親
族
特
別
控
除
」
の
適
用

範
囲

　
こ
の
控
除
は
、
対
象
と
な
る
親
族
の

合
計
所
得
金
額
が
「
58
万
円
超
１
２
３

万
円
以
下
」
と
い
う
特
定
の
範
囲
に
限

定
さ
れ
ま
す
。

　
58
万
円
以
下
で
あ
れ
ば
従
来
の
扶
養

控
除
（
特
定
扶
養
控
除
）
と
な
り
、
１

２
３
万
円
を
超
え
れ
ば
ど
ち
ら
の
控
除

も
受
け
ら
れ
ま
せ
ん
。

　
従
業
員
が
親
族
の
正
確
な
所
得
を
見

積
も
る
こ
と
が
難
し
い
場
合
や
、
複
数

の
子
ど
も
が
い
る
場
合
の
個
々
の
判
定

な
ど
、
誤
り
や
す
い
ポ
イ
ン
ト
が
い
く

つ
も
潜
ん
で
い
ま
す
。

　
企
業
と
し
て
は
、
従
業
員
に
対
し
て

わ
か
り
や
す
い
説
明
を
心
が
け
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。

　
ま
た
、
２
人
以
上
の
納
税
者
が
同
一

の
親
族
を
対
象
と
し
て
こ
の
控
除
（
ま

た
は
扶
養
控
除
）
を
重
複
し
て
受
け
る

こ
と
は
で
き
な
い
た
め
、
そ
の
点
も
注

意
喚
起
が
必
要
で
す
。

⑷�

　
扶
養
親
族
等
の
所
得
要
件
変
更
に

伴
う
再
確
認

　
扶
養
親
族
等
の
合
計
所
得
金
額
要
件

が
48
万
円
か
ら
58
万
円
に
引
き
上
げ
ら

れ
た
こ
と
で
、
こ
れ
ま
で
扶
養
の
対
象

外
だ
っ
た
親
族
が
新
た
に
対
象
と
な
る

可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

　
従
業
員
に
対
し
、
自
身
の
親
族
の
状

況
を
再
度
確
認
し
、
扶
養
状
況
に
変
更

が
あ
れ
ば
速
や
か
に
申
し
出
る
よ
う
改

め
て
促
し
ま
し
ょ
う
。

住
民
税
へ
の
影
響
と 

従
業
員
へ
の
説
明

⑴�

　
所
得
税
と
住
民
税
の
控
除
額
・
制

度
の
差
異

　
所
得
税
の
改
正
（
基
礎
控
除
、
給
与

所
得
控
除
の
引
上
げ
、
各
種
特
例
控

除
）
が
、
そ
の
ま
ま
住
民
税
の
計
算
に

同
額
・
同
条
件
で
反
映
さ
れ
る
わ
け
で

は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
住
民
税
の
控
除
額
は
、
地
方
税
法
に

基
づ
い
て
別
途
定
め
ら
れ
る
た
め
、
所

得
税
の
控
除
額
と
異
な
る
場
合
が
あ
り

ま
す
。

　
た
と
え
ば
、
現
行
の
制
度
に
お
い
て

も
、
基
礎
控
除
額
は
所
得
税
48
万
円
に

対
し
住
民
税
は
43
万
円
（
合
計
所
得
２

４
０
０
万
円
以
下
の
場
合
）
と
差
が
あ

り
ま
す
。
住
民
税
が
ど
の
よ
う
に
改
正

さ
れ
る
か
に
つ
い
て
は
、
改
め
て
今
後

の
地
方
税
関
連
の
情
報
を
確
認
す
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。

⑵�

　
翌
年
の
住
民
税
額
へ
の
影
響
に
関

す
る
説
明

　
所
得
税
の
年
末
調
整
で
税
額
が
大
き

く
変
わ
っ
た
と
し
て
も
、
そ
れ
が
翌
年

の
住
民
税
額
に
直
結
す
る
わ
け
で
は
あ

り
ま
せ
ん
。

　
住
民
税
は
前
年
の
所
得
に
基
づ
い
て

計
算
さ
れ
る
た
め
、
２
０
２
５
年
分
の

住
民
税
は
２
０
２
６
年
６
月
頃
に
通

知
・
徴
収
開
始
と
な
り
ま
す
。

　
従
業
員
が
所
得
税
の
減
税
効
果
を
過

大
に
期
待
し
、
翌
年
の
住
民
税
額
と
の

間
に
認
識
の
ズ
レ
が
生
じ
な
い
よ
う
、

事
前
に
「
所
得
税
と
住
民
税
で
は
制
度

や
計
算
時
期
が
異
な
る
」
こ
と
を
説
明

し
て
お
く
こ
と
が
、
問
合
せ
削
減
の
観

点
か
ら
も
有
効
で
す
。

申
告
漏
れ
や
計
算
ミ
ス
防
止

の
た
め
の
社
内
体
制
強
化

⑴�

　
従
業
員
自
身
の
自
己
申
告
責
任
と

企
業
側
の
サ
ポ
ー
ト

　
日
本
の
所
得
税
に
つ
い
て
の
申
告

は
、
扶
養
控
除
等
を
含
め
、
基
本
的
に

は
納
税
者
（
従
業
員
）
の
自
己
申
告
が

原
則
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
し
か
し
、
制
度
が
複
雑
で
あ
る
た

め
、
従
業
員
が
正
確
に
理
解
し
申
告
す

る
こ
と
は
容
易
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
企
業
側
と
し
て
は
、
わ
か
り
や
す
い

情
報
提
供
、
相
談
窓
口
の
設
置
、
申
告

書
の
チ
ェ
ッ
ク
支
援
な
ど
、
従
業
員
を

サ
ポ
ー
ト
す
る
体
制
を
整
え
る
こ
と
が

求
め
ら
れ
ま
す
。

⑵�

　
年
末
調
整
担
当
者
の
知
識
習
得
と

複
数
人
に
よ
る
チ
ェ
ッ
ク
体
制

　
人
事
・
経
理
担
当
者
は
、
誰
よ
り
も

先
に
改
正
内
容
を
正
確
に
理
解
し
、
従

業
員
か
ら
の
質
問
に
答
え
ら
れ
る
よ
う

準
備
し
て
お
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
国
税
庁
が
開
催
す
る
予
定
の
説
明
会

へ
の
参
加
や
、
専
門
誌
・
解
説
書
等
で

の
学
習
が
不
可
欠
で
す
。

　
ま
た
、
計
算
ミ
ス
や
解
釈
の
誤
り
を

防
ぐ
た
め
、
１
人
の
担
当
者
に
任
せ
き

り
に
せ
ず
、
複
数
人
で
申
告
書
の
内
容

確
認
や
計
算
・
検
算
を
行
な
う
ダ
ブ
ル

チ
ェ
ッ
ク
、
ト
リ
プ
ル
チ
ェ
ッ
ク
体
制

を
構
築
す
る
こ
と
が
望
ま
れ
ま
す
。

⑶�

　
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の
活
用
と
シ
ス

テ
ム
機
能
の
最
大
限
利
用

　
従
業
員
が
申
告
書
を
提
出
す
る
前
に

自
己
チ
ェ
ッ
ク
で
き
る
よ
う
な
簡
易
な

「
申
告
前
確
認
リ
ス
ト
」（
次
㌻
図
表
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７
）
の
配
付
や
、
申
告
書
受
理
時
に
確

認
す
べ
き
項
目
を
ま
と
め
た
「
担
当
者

用
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
」
の
運
用
も
有
効

で
す
（
図
表
８
）。

　
ま
た
、
年
末
調
整
シ
ス
テ
ム
に
搭
載

さ
れ
て
い
る
エ
ラ
ー
チ
ェ
ッ
ク
機
能
や

ア
ラ
ー
ト
機
能
が
あ
れ
ば
、
そ
れ
ら
を

最
大
限
に
活
用
し
、
入
力
ミ
ス
や
内
容

の
矛
盾
点
を
早
期
に
発
見
で
き
る
よ
う

に
し
ま
す
。

　
　
　
　
◇
　
　
　
　
◇

　
２
０
２
５
年
度
税
制
改
正
は
、
多
く

の
給
与
所
得
者
の
税
負
担
に
影
響
を
与

え
る
も
の
で
あ
り
、
企
業
の
人
事
・
経

理
部
門
に
は
、
正
確
か
つ
迅
速
な
実
務

処
理
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
国
税
庁
等
か

ら
今
後
発
出
さ
れ
る
最
新
情
報
を
常
に

確
認
し
、
年
末
調
整
に
向
け
て
準
備
を

進
め
る
こ
と
が
肝
要
で
す
。
本
稿
が
そ

の
一
助
と
な
れ
ば
幸
い
で
す
。

■図表７　申告前確認リスト（例）
カテゴリ チェック項目

自身の
基礎控除申告

自身のことし１年間の給与収入、および給与以外の所得（副業など）を含めた「合計所得金額
の見積額」を計算したか □

上記の「合計所得金額の見積額」に基づき、自身の「基礎控除額」がいくらになるかを確認し
たか □

配偶者控除の
申告

配偶者のことし１年間の「合計所得金額の見積額」を確認したか □
配偶者の収入がパート・アルバイト等の給与のみの場合、改正後の給与所得控除（最低65万
円）で計算されていることを確認したか □

扶養控除の
申告

扶養している親族について、改正後の所得要件（合計所得金額58万円以下、給与収入のみなら
123万円以下）で、扶養に該当するかを確認したか※1 □

扶養親族（特に特定親族特別控除の対象者）について、自身の配偶者など、他の親族が扶養と
して申告していないか※2 □

特定親族特別
控除の申告

年齢が19歳以上23歳未満（その年の12月31日時点）の扶養親族がいるか □
特定親族特別控除の対象になり得る親族がいる場合、その親族の「合計所得金額の見積額」を
確認したか □

特定親族特別控除の対象になり得る親族がいる場合、所得金額に応じて「扶養控除」「特定親族
特別控除」のどちらに該当するかを正しく判断したか □

その他 生命保険料や地震保険料などの控除証明書はすべて揃っているか □
※１ これまで扶養に含めていなかった親族が、今回の改正で対象になる可能性があります　※２ 同一の親族について扶養
控除を受けられるのは１人だけです

■図表８　担当者用チェックリスト（例）
カテゴリ チェック項目

提出書類の
基本情報

必要な申告書がすべて提出されているか（扶養控除等申告書、基礎控除申告書など） □

従業員本人の氏名・住所・マイナンバーが正しく記載されているか※1 □

保険料控除証明書など、必要な添付書類が揃っているか □

基礎控除

従業員本人の「合計所得金額の見積額」が記載されているか □

記載された「基礎控除額」が、合計所得金額の区分に応じて正しく選択されているか※2 □

合計所得金額2,500万円超の場合、控除額が０円となっているか □

配偶者控除等

配偶者の氏名・マイナンバー・合計所得金額の見積額が記載されているか※1 □
配偶者の所得が給与所得の場合、改正後の給与所得控除（最低65万円）を適用して合計所得金
額が算出されているか □

算出された控除額が、従業員本人と配偶者の所得金額の組合せに対して正しいか □

扶養控除

各扶養親族の合計所得金額の見積額が記載されているか □

各扶養親族の合計所得金額が、改正後の所得要件（58万円以下）を満たしているか □

年齢等に応じた控除区分（一般、特定、老人など）が正しいか □

特定親族特別
控除

親族の年齢が19歳以上23歳未満であるか □

親族の合計所得金額が「58万円超123万円以下」の範囲内であるか □

記載された「特定親族特別控除額」が、対象親族の所得金額の区分に応じて正しく選択されているか※3 □

他の親族が同一人物を扶養として申告していないか（重複控除の有無）を確認したか □

最終確認

年末調整システムを利用する際、改正後の「年末調整等のための給与所得控除後の給与等の金
額の表」が正しく反映されているか □

特定親族特別控除の適用がある場合、源泉徴収簿や源泉徴収票の様式・記載方法が改正後のも
のに対応しているか □

基礎控除の特例について、2025・2026年分限定の措置であることをシステム上または手計算
で反映できているか □

※１ すでにマイナンバーを把握済みの場合には記載不要　※２ 95万円、88万円、68万円、63万円、58万円、またはそれ以下
の逓減額　※３ 63万円～ 3万円の段階的な控除額
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な
が
さ
か

　け
い
●
業
務
改
善
の
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
や
事
業
の
立
上
げ
か
ら
、
初
め
て
経
理
・
税
務
を
担
当
す
る
人
の

小
さ
な
疑
問
や
不
安
、
日
々
の
細
か
い
経
理
作
業
に
つ
い
て
ま
で
、「
穏
や
か
で
親
し
み
の
あ
る
相
談
相
手
」
を
目
指
す
。
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